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第一章 緒  論 

１．１ 本研究の背景と目的 

１．１．１ 本研究の背景 

 近年の工業製品は製品寿命の短命化により，その生産設備は，頻繁な工

程変更を余儀なくされ，工程の簡素化やそれに要する時間も短縮化が著し

く行われている．製品の部品加工や金型製造に関して，除去加工は中心的

な役割を果たしている．  

 除去加工には，切削・研削加工を行う工作機械が主に用いられ，加工対

象の大きさや工程の違いによっても，要求される性能は異なる．  

除去加工の高精度化・複雑化に対応するために，マザーマシンである工

作機械は，多様な動作を高精度に行う必要性が生じる． 

目的に応じ多様な形式が開発され，代表的なものとしては，平面切削に

用いられる「フライス盤」，円筒切削に用いられる「旋盤」，歯車切削に用

いられる「ホブ盤」などである． 

１９４０年代では，これら工作機械の制御は人の手で行われてきたが，

工作機械の動作精度向上と自動化を目的に，１９５２年に世界で初めて数

値制御（Numerical Control）機能が搭載され，現在では，そのほとんどが

数値制御工作機械（NC 工作機械）となっている． 

また，工作機械の複合化も進み，上記のフライス加工やねじ切り加工，

穴あけ加工等が同一の機械で行えるマシニングセンタ（MC）と呼ばれるも

のも開発され，広く普及している． 

近年の製品の複雑化や高精度・短納期化が強く求められるという現状の

中で，より高度な制御装置・手法が開発されてきた． 

複合工作機械の一つに，同時５軸制御が可能な工作機械がある． 

これは，従来まで直動３軸制御であったものに旋回・傾斜軸を２軸付加

したもので，加工に対する自由度が高い反面，精度面では，３軸制御に比

べ若干劣る． 

昨今の要求に応えるためには，複雑な制御が可能である５軸工作機械を

指令通りの動作をさせる必要がある． 

自由度の高い動作に関して，動作精度を劣化させず，高精度加工を行う

際には，機械精度を正確に測定し，誤差要因の特定及び数値化を行った上

で，機械制御パラメータの設定を行う必要がある．  
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工作機械の精度測定は，ＩＳＯ２３０－１を始め，使用用途に応じ測定

手法も多様化し，かつ，高度な技術を必要としている．  

初期の精度測定は，工作機械を構成する，機械要素自体の工作精度や，

要素相互の組み付け誤差を，定規等を比較基準とし，機械的な組付け誤差

を直接測定し，得られた結果を用いて，再調整を行うことにより，精度向

上を図っていた．  

しかしながら，要求精度が精密化するにしたがって，ＩＳＯ２３０－２

に規定される静止位置偏差の測定だけでは充分とは言えなくなった．  

したがって，動作測定に着目した円運動試験法（ＩＳＯ２３０－４）に

より，円運動に限定された経路の直接測定から，特に制御パラメータの評

価検討が加えられた．  

動作精度の課題となっていた，象限切り替え時のロストモーション・反

転スパイク等の低減に大きく寄与し，工作機械評価方法として，メーカで

の出荷検査や，日常的な精度把握に活用されている．  

一方，５軸工作機械における自由度の高い動作経路については，ＮＡＳ

９７９に規定される，同時５軸制御時の実切削試験片について，間接形状

測定による，評価が一般的である．ＮＡＳ９７９は，１９６９年に制定さ

れ，航空機部品を対象とした工作機械に関する規格である．  

この規格を忠実に実行し，検査結果を得るためには，諸条件を厳密に設

定し，実切削試験片を得る必要がある．  

昨今では，同時５軸制御時の動作精度についても，直接測定を目標に，

種々の研究機関が装置・方法について研究開発を行っている．  

 代表的な例として，円運動試験装置を用い，ＮＡＳ９７９の規定に厳密

に即した検査方法の提案が成されているが，その記述の中には，  

 

「本規格に忠実に守ったＮＣプログラムにより加工を行うと，エンドミル

先端は円錐を軸に対して斜めの平面で切断した断面軌道を描くため，楕円

軌道となる．したがって，後述するボールバーによる円運動測定は不可能

である…」  

 

と，紹介されている．  

 しかしながら，規格の一般化を考慮すると，ＮＡＳ９７９の規定に厳密

に即した，つまり同時５軸制御時の検査方法の確立が望まれる．  
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１．１．２ 本研究の目的 

本研究では，５軸工作機械の検査方法について，測定装置の開発試作及

び検査方法の確立を目的とし，研究を展開することとした．  

装置の開発目標は，同時５軸動作経路まで測定可能な装置の開発と，測

定に用いる 適な動作経路の設定を行った．  

この装置及び方法を用い，５軸工作機械の具体的な動作経路を測定し，

得られた測定結果を基に，機械測定規格に則った誤差要因の特定及び定量

化を行うことにより，従来では困難な実加工動作の高精度化を試みる．  

 本論文では，以下の内容を取り上げた．  

 

 １．動作経路測定装置の開発  

 工作機械の任意動作経路の測定を目標に，測定装置の開発を行った．  

 測定装置の構成は，位置座標を検出する測定部と，検出した信号を数値

データに変換し保存する収録部，及び数値データを解析する解析部である． 

 測定部の構造は，高分解能光学リニアスケールをエアスライドに取り付

け，これを軸構成ユニット（以下測定軸）とした．２つの測定軸を直交さ

せ，それぞれの軸端に精度安定軸として４本のセラミックスエアスライド

で保持し，２次元測定平面を構成した．  

 測定部ベースを工作機械テーブルに固定し，その上部にボールベアリン

グを介して主軸に取り付け，同時２軸制御において，任意動作経路の直接

測定を行う．  

さらに，工具軸方向の計測軸と球面軸受を付加することにより，同時３

軸以上の動作経路を，２次元測定平面では経路を，工具軸方向の計測軸で

では，位置ズレの測定が可能となる．  

収録部は，それぞれの測定軸スケールから，独立して出力されるパルス

信号を計数し時間的な同期を取り，XY 及びＴｚ軸座標数値に変換し，数

値ファイルとして保存するカウンターボードを試作した．  

収録タイミングを１ｓ～１００μｓで任意に設定可能であり，ＣＮＣサ

イクリック周期に一致させ，連続的な動作経路測定を可能とした．  

解析部はパソコンを用い，ＮＣ指令値を基準として，動作経路を表示す

ると共に，動作経路から，各誤差要因の特定及び定量化するプログラムを

作成した．  
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 ２．動作経路設定  

 測定に用いる動作経路は，一般化を考慮し，ＩＳＯ・ＪＩＳの規定を参

考に設定した． 終的に，同時５軸制御時の動作経路について，測定装置

上の３次元空間内で測定・表示を行い，誤差要因の特定を行う．  

まず， も広く用いられているＩＳＯ２３０－４を基礎に，任意動作経

路の測定評価を行うことを目的で，直線動作経路設定の拡張を行った．  

この手法で，円動作経路及び直線動作経路を，測定装置における２次元

測定平面で表示・解析を行う．  

 つぎに，同時３軸制御についてはＩＳＯ２３０－６を基礎に，変位試験

規定を動作経路試験に拡張し，５軸工作機械の基礎となる，同時３軸制御

時の機械特性を，真直度を基準に評価する手法を定めた．  

 さらに，同時５軸制御時の動作経路の測定方法は，出荷時精度検査で一

般的に広く用いられている，実切削試験片の間接形状測定を参考に，動作

経路を設定する． 

すなわち，２次元測定平面上では円・四角及び菱形形状を動作し，主軸

には，常にテーブルとの相対的な角度傾斜を一定に与え，工具軸方向には

変位しない動作経路を設定し，測定表示を行う． 

測定結果を，２次元測定平面において輪郭測定し，動作経路から誤差要

因の特定とその定量化を行う．また，工具軸方向では，輪郭の２次元測定

平面からの変位量を示す．  

 結果的に，実切削試験片の間接形状測定の規定であるＮＡＳ９７９に準

じ，かつ動作の直接測定を可能とし，測定結果から誤差要因特定に至る手

法の確立を目指す．  

 

３．測定システムの検証事例  

 設定した測定動作経路手法について，実際の３軸及び５軸工作機械を測

定し，結果について比較検討を行う．  

 ・同時２軸動作経路測定  

 ２次元測定平面での動作経路の測定・表示する．  

その結果を用い，誤差要因毎の定量化を行い，検査成績証との比較検討

し，差異の有無を確認する．  

動作経路の直接測定を行えることを示す．  

 



工作機械の動作経路測定システムの開発 

 - 5 -

 

 ・同時５軸動作経路測定  

 同時２軸動作経路に工具傾斜を与え，同時５軸動作経路を設定する．  

この設定では，２次元測定平面では円・四角等の形状を描き，工具軸方

向には動作しない．これらの動作について，２次元測定平面で指令値と測

定結果との差異を表示する．  

結果から，誤差要因毎の定量化の結果を導き出し，同時５軸動作の直接

測定手法を提案し，検証実験例を示す．  

 

 ・同時５軸動作経路におけるポストプロセス誤差測定  

 同時５軸動作経路の動作精度向上には，指令値も大きく寄与する．  

 旋回・傾斜軸を制御するため，想定した工具の動きから，機械に与える

ＮＣ指令値を生成する際に，ポストプロセス機能を用いる．  

 ポストプロセス機能は，極座標変換を用いるため，計算誤差を生じる．  

 この計算誤差について，測定結果から誤差の定量化を試みる．  

さらに，実加工結果との比較検討により，直接測定の確からしさについ

て論ずる．  

 

１．２ 本論文の概要 

 本論文では，工作機械の動作経路を直接測定する装置・手法について，

検討し，５軸工作機械における同時５軸動作の直接測定を目標とする．  

従来の各種規格に準じた測定手法を基礎に，その拡張を述べ，実際の測

定事例により，その妥当性を検証する構成を取る．  

 第１章は緒論であり，本研究の背景と目的，概要などについて述べる．  

 次に第２章から第６章の概要について，以下に示す．  

全体構成を図１－１に示す．  

第２章では，機械精度測定に関する従来の研究について総括する．  

 まず２．１節では，工作機械の精度測定として広く用いられているＩＳ

Ｏ２３０－１～４までの規格内容について，その検査に於ける適応範囲や

必要性を述べ，かつ測定方法の整理を行う．  

また，実加工試験片を用いた，間接測定について総括を行う．  

２．２節では，動作の直接測定による，同時２軸動作経路測定手法につ

いて，測定装置毎に総括し，適応範囲を述べる．  
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 さらに，２．３節では同時５軸動作測定手法では，ＮＡＳ９７９と円運

動試験装置での試験方法とその適用範囲について総括する．  

 ２．４節で，それぞれの装置から来る制約及び測定解析方法について，

現状の総括と課題の抽出を行う．  

第３章では，開発した動作経路装置について述べる．  

３．１節ではシステム構成を説明し，３．２節では測定原理を述べる．  

さらに３．３節で，測定の基礎となる精度校正方法及び結果を示し，本

装置の測定精度を示し，３．４節では，装置の総括として，他の経路計測

装置との比較を交え，装置の位置づけを述べる．  

 第４章では，測定経路の設定を述べる．  

 まず，ＩＳＯ２３０－４を参考に，同時２軸制御において四角・菱形等

の形状を動作させた場合に得られる動作経路から，真直度・相互直角度を

導き，直線動作経路測定の必要性を述べる．  

次に，同時５軸制御までの動作経路の設定を行い，測定結果の表示及び

誤差要因の導出手法の説明を行う．  

円運動試験法を，測定評価の基礎として一般化している規定に対し，概

念的な拡張を加えることで，一般性を損なわず，有用な定量化を行う方法

について，動作経路の次元数毎に順を追って具体化することとする．  

 第５章では，具体的に３軸及び５軸工作機械について測定事例を示し，

検査成績証や，実際に実加工試験との比較を行う．  

比較検討は誤差要因毎に定量化した値を用い，同時２軸制御では，機械

運転状態の違いを示すと共に，誤差数値を用いたパラメータ修正による経

路補正の効果を示す．  

さらに，制御軸数に関する動作経路精度の違いを，５軸工作機械に同時

２軸制御と同時５軸制御を行わせ，結果から示す機械精度の比較により，

明らかにする．  

また，ＮＣ指令値に関する考察も交え，動作経路設定及び解析手法につ

いて述べ，同時５軸制御に関する機械精度以外の誤差要因の存在を明らか

にし，指令値算出における技術的な考察を加える．  

 第６章では，本研究で得られた結果を総括し，結論とする．  
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第二章 動作経路測定に関する従来の研究と課題 

 工業製品の多様化・高精度化に伴い，その主要生産設備である工作機械

に対する要求も，多様化・高精度化が求められつつある． 

 昨今では特に，高能率化・工程の短縮等も考慮に入れなくてはならなく

なり，対応する工作機械は自由度が高く，高精度な動作が求められる． 

 工作機械の，精度測定に関する技術動向は，上記の要求に応えるため，

検査項目の増大により，実加工動作に近い動作経路の測定が求められつつ

ある．これらの要求に対して，生産現場での精度保証について，出荷検査

だけでは，対応できなくなっているのが現状である． 

 ＩＳＯ２３０－１２ － １ ）では，工作機械の組立精度について，直定規等

を基準にダイヤルゲージ等により，比較測定を行う手法であり，工作機械

の組立時における，精度確認の有効な手段である． 

しかしながら動作経路について，すべてを保証できない． 

 そこでＩＳＯ２３０－２２ ― ２ ）及び６では，ＩＳＯ２３０－１で高精度

な組立を行われた工作機械に，位置決め動作を指令し，レーザ干渉測長器

を基準とした位置決め誤差を測定し，制御パラメータを用いた補正により，

高精度な位置決めを実現できた． 

 しかしながら，動作経路の観点から本手法を見ると，単軸毎の精度確認

にすぎず，軸相互の関係における精度確認には，複雑な装置設定と手法を

求められる． 

 さらに，具体的な工作精度に近いＩＳＯ２３０－４２ － ３ ）については，

円運動動作経路について，ＤＢＢシステム２ － ４ ）や交差格子スケール試験

装置２－５）等を用い，２次元平面での円形状について測定する． 

結果から誤差要因の解析及び定量化を行っている．装置の安定性と手法

の簡易さから，動作経路測定の主流となっている． 

またＤＢＢシステムを，同時４・５軸について特定な動作経路の測定か

ら，誤差要因特定を試みる研究２－６）２－７）２－８）２－９）もなされている． 

 しかしながら，直線動作経路についての解析２ － １ ０ ）は，装置構造の制約

上不可能であるといえる． 

 このように，機械精度測定手法の規格については，測定手法を知る上で，

基本的かつ重要な項目であり，本章では，機械精度測定の代表的な手法と

して認知されている装置と手法について，整理を行った． 
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 一方，同時５軸制御時の間接測定として従来から行われ，昨今の研究対

象である，ＮＡＳ９７９２－ １１）に関する規格内容を検討し，その課題につ

いて述べる． 

 

２．１ 工作機械の機械精度測定 

 

 工作機械の構造は，工具から工作物までの一連の構成要素から成り立っ

ている．構成要素には，固定要素と運動要素が存在する．  

 これらの構成要素同士に，相対運動を発生させることによって，工作機

械の形状創成運動が成り立つ．  

 創成運動に関して，工作機械の幾何的誤差は，少なからず影響を及ぼす．  

 幾何的誤差は，案内軸上に存在する案内誤差と，案内軸相互に存在する

組立誤差に分類される．  

 案内誤差とは，直線案内軸上に存在する位置決め誤差，真直度誤差，ヨ

ーイング・ピッチング等の姿勢誤差，及び，回転案内軸上に存在する回転

角誤差，アンギュラ誤差，アキシャル誤差，ラジアル誤差である．  

 一方，工作機械の組立時に生ずる組付精度は，構成要素の案内軸間に組

立誤差を生じる．直交または，平行に構成されるべき案内軸を持つ，構成

要素間に存在する構成誤差と，調整誤差に分けて考えることができる．  

 構成誤差とは，二つの構成要素が持つ案内間での，基準となる位置関係

の不確かさを示す位置ずれや傾きのことであり，案内の運動によっては直

接補正ができない場合がある．  

 また調整誤差も，構成誤差と同様であるが，この誤差は，構成要素の位

置や姿勢に対する数値制御装置の指令値とのずれを意味する．  

 つまり，調整誤差は指令値の修正により補正することができる．  

 工作機械の精度測定手法は，機械の状態に応じて類別されている．  

 ここでは，ＩＳＯでの類別を基本に説明を行う．  

 ＩＳＯには，熱変形関連（２３０－２）や，騒音・振動関連（２３０－

３）についても規定をされているが，本研究に関連性が薄いので，説明を

割愛する．したがって下記の項目について，その測定手法詳細と機械精度

導出までの説明を行う．  

 加えて，従来の生産現場での精度確認手法として，実加工試験片を用い

た間接測定について，代表的な事例を説明する．  
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 従来測定手法を総括し，従来手法に残された課題，解決に必要な装置・

方法を抽出し，研究の方針を述べる．  

工作機械には非常に多くの誤差要因が存在し，すべての工作機械に共通

する誤差や，構造・制御の違いにより発生する誤差，実際に動作させる経

路形状による誤差等，多種の誤差が複合して現れる．  

そのため，すべての誤差要因を特定することは非常に困難である．  

 

①工作機械自身に起因する誤差  

②工作機械の運転時の誤差  

③加工等の実作業動作時に発生する誤差  

④工作機械の設置や環境による誤差  

 

本研究では，①及び②の機械精度について規定される，誤差要因に関し

説明を行う．  

③は工具摩耗や工具変形，被切削物の設置状態や加工による変質等であ

り，工作機械自身に直接起因しない誤差である．  

④は工作機械の設置状況や外乱，気温や湿度の環境要因等の環境誤差で

ある．  

 現在上記②に当たる，動作軌跡の測定に関する規格は，円もしくは円弧

軌跡でしか規定されていない．  

また，円運動以外の形状では，実加工を伴った間接測定手法が存在する

が，段取り替えによる誤差や実加工による時間，３次元測定器を始めとし

た高価な設備が必要である等の難点がある．  

 工作機械の発達に応じて，機械精度測定は高度化・多様化している．  

 個々の試験方法は細分化され，種々の規定がなされているが，すべてを

行う必要はない．  

 ここでは，本研究で取り上げた規格内容を中心に，詳細を説明する．  

 

２．１．１ 静的組付精度  （ＩＳＯ２３０－１）  

ＩＳＯ２３０－１は，主に機械の幾何誤差や制御系による誤差で，通常

は工作機械の動作精度検査の前に測定が行われる．  

なお，この試験は，無負荷状態又は仕上げ状態で運転している工作機械

を，幾何学的試験によって試験する方法である． 
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主に「真直度」「平面度」「平行度・等距離度及び一致度」「直角度」「回

転」の５つの特性に関して測定方法等の規定がある． 

本節では，真直度，直角度について説明する．  

１）真直度  

平面内での真直度とは，図２－１に示す，平面での任意線分のある指定

長さにおいて，その線の総体方向に平行で，相対距離が許容差に等しい二

本の直線間にその線上のすべての点が含まれる場合，その線はその指定長

さに渡って真直であると見なされる．  

この線又はそれを代表する線の総体方向は，真直度偏差をできるだけ小

さくするように決めなければならない．  

一般的な方法の一つとして，いくつかの点をプロットし，それを元に

小二乗法等を用いて直線を求める．  

具体的には，測定基準に対する偏差を求めることで数値化できる．  

 図２－２には測定例として，真直度マスタを用いた比較測定を示す．  

 この比較測定は，真直度マスタを基準にし，工作機械動作軸を動作させ

た時の偏差を，テストインジケータにより読みとる．  

 なお，測定開始・終了点の偏差を０とし，動作中の変位を運動静止位置

毎に測定する．  

測定例に示すマスタ自体の真直度偏差は，０．１μｍ／１００ｍｍであ

り，電気マイクロメータの 小分解能は０．１μｍである．  

 また，図２－３には，レーザ干渉測長器を用いた手法を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 真直度の概念  
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図２－２ 真直度マスタを用いた比較測定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ レーザ干渉測長システムを用いた比較測定  

 

 レーザ干渉測長システムに治具を用いることにより，真直度・角度偏差

を測定することが可能である． 

測定結果は，測長器に付属するソフトウェアで解析処理され，真直度等

の結果を得ることができる．本研究で用いた，レーザ干渉測長システムの

小分解能は５０ｎｍである．  

なお，機械メーカーが発行する精度検査成績表では，直角度が用いられ

ている．  
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２）直角度  

 直角度は｢互いに直角でなければならない機械部分の直角からの狂いの

大きさ｣として，定義される．  

また，運動の直角度は「運動部品の運動と，互いに直角でなければなら

ない機械部分の面，線又は他の運動部品の運動との直角からの狂いの大き

さ．」として定義される．  

図２－４には，四直角マスタを用いた比較測定を示す．  

 この比較測定は，四直角マスタを基準にし，工作機械動作軸を動作させ

た時の偏差を，テストインジケータにより読みとる．  

測定例に示すマスタ自体の角度偏差は，１μm 以内／１５０mm であり，

電気マイクロメータの 小分解能は０．１μm である．  

機械メーカーが発行する精度検査成績表では，直角度が用いられている． 

２．１．２ 静止位置決め精度（ＩＳＯ２３０－２）  

 前節で示した動作の真直度の内，動作方向における１つの位置偏差に関

してはＩＳＯ２３０－２にて別途定義されている．図２－５に，レーザ干

渉測測長システムを用いたＸ軸単軸の試験について示す． 

これは，数値制御される工作機械の個々の軸を直接測定することで，そ

の機械の軸の位置決め及び繰返し性を試験及び評価する方法を定めたもの

である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 四直角マスタを用いた比較測定  
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ただし，複数軸の同時測定には対応しておらず，単軸測定のみとなって

いる．主な評価指標を以下に示す． 

 なお，下記の数式では一部省略しているが，指標によっては，目標位置

へのアプローチが同一方向（正なら↑，負なら↓）に行われる場合と，両

方向に行われる場合で区別をして評価を行う． 

プログラム上の目標位置を Pi（i＝１～m），可動部品がｉ番目の目標位置

にｊ回目にアプローチするときに到達する実際の位置を Pij（i＝１～m j

＝１～n）とする． 

 

・ 位置の偏差  

Xij = Pij – Pi                    式２－１ 

 

・位置の平均偏差 ：各目標位置での偏差の平均を表す 

∑
=

=
n

j
Xij

n
Xi

1

1

                      式２－２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ レーザ干渉測長システムを用いた静止位置決め精度測定 
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・軸の反転差 ：アプローチ方向の違いによる位置の平均偏差の差 

|]max[| ↓−↑= XiXiB                   式２－３ 

 

・ある位置における標準不確かさの推定量 

∑
=

↓−↑
−

=
n

j

XijXij
n

Si
1

2)(
1

1

                式２－４ 

 

・位置決めの繰返し性 ：両方向からのアプローチによる繰返し精度 

];|;|22max[ ↓↑+↓+↑= RiRiBiSiSiRi            式２－５ 

 

・位置決めの両方向精度：系統的偏差と標準不確かさの推定量からの値 

]2;2min[|]2;2max[| ↓−↓↑−↑−↓+↓↑+↑= SiXiSiXiSiXiSiXiA  式２－６ 

 

・軸の系統的位置偏差：位置の平均偏差 大幅 

]min[]max[ ↑−↑↑= XiXiE                式２－７ 

 

軸両方向の位置平均偏差：両方向位置の偏差 大幅 

]min[]max[ XiXiM −=                  式２－８ 

 

これらの評価値をグラフにしたものを，図２－６に示す． 

測定は，標準試験サイクルに則って実行される． 

なお，この規格は試験及び評価方法の規定であり，具体的な評価値を規

定したものではない． 
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図２－６ 静止位置決め精度測定の評価値  

 

２．１．３ 加工試験片を用いた間接測定  

 加工試験片を用いた間接測定は，工作機械に所定の形状を設定した指令

値を用い，加工を行わせ試験片を作成する．  

得られた試験片の形状を，別途に用意した形状測定装置を用いて，その

輪郭を２次元的に測定し，輪郭形状から機械誤差の特定や，運転条件ごと

の機械精度の傾向を捉える．  

本手法は，工作機械が動作可能な任意形状に関して，試験片を作成する

ことが可能であり，工作機械の総合的な工作精度を比較的容易に知ること

ができる．  

しかしながら，測定には別途に形状測定装置を用いる必要があり，さら

に，間接測定であるため段取り替えによる誤差を含む．また，加工を行う

ために，工具形状誤差や切削条件からも影響を受けやすい．  

上記の誤差要因を包含した測定値を得ることとなり，測定者は経験的に

これらの機械精度以外の要因を排除している．  

１）同時２軸制御時の試験片  

 図２－７に，切削試験片の例を示す．  

 一辺３００mm の矩形形状及び，直径２５０mm の円形形状であり，試験片
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厚さ２０mm を設定し，取り付けのために穴をあけてもよい．  

２）同時５軸制御時の試験片２－１２）  

 図２－８に，ＮＡＳ９７９の試験片を示す．底辺直径２５４mm の円錐形

状であり，厚さ６３．５mm で，円錐の半頂角１５°を設定し，テーブルに

対し，さらに１５°傾斜させた姿勢で取り付ける． 

３）規格の規定値について 

 精度規格から考察すると，現状用いられているＮＡＳ９７９の規定は

１９６９年に制定されている．円錐台切削試験片に関する真円度は図２－

９に示すように，評価で５０μm である． 

昨今ではＤＢＢシステムでの直接測定に方法を変更し，かつ，真円度の評

価で１０μm と規格変更を行い，高精度化に対応する案があり，本研究で

もその案に従い，装置・手法の開発を行う必要があると考える． 

 

 

 

 

 

 

図２－７ 切削試験片（円形形状）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８ ＮＡＳ９７９試験片  
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図２－１９ 円錐台試験に要求される規定値(真円度) 
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２．２ 直接測定による同時２軸動作経路測定手法  
 

直接測定とは，工作機械の構成要素である，工具を取り付ける主軸と，

工作物を取り付けるテーブルとの相対運動を，その相対運動中に何らかの

測定装置を用いて，測定するものである．  

 

２．２．１ 円運動試験装置による測定 （ＩＳＯ２３０－４）  

工作機械を使用する際に，前述した静的精度のみの測定では，実際に加

工を行う動作の挙動が把握できない． 

そこで，実際の動作に対する精度測定を定めた規格にＩＳＯ２３０－４

がある．これは一般的に円運動試験法と呼ばれるものであり，２つの直進

運同軸を同時に制御して円運動させたときの精度試験方法及び評価方法を

規定したものである．現在では，図２－１０に示すＤＢＢシステムを用い

た測定が一般的である． 

 以下に，円運動試験から得られる誤差要因について示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１０ ＤＢＢシステムの構造  
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１）真円度 （図２－１１）  

得られた実経路を 小領域円で挟んだときの， 大内接円と 小外接円

との半径差，又は得られた実経路の 小二乗円を基準とし，その中心を同

心として描いた， 大半径円と 小半径円との半径差をいう．  

 

２）半径偏差（図２－１２）  

設定経路と実経路との偏差を言う．設定経路の中心は，実経路が全円の

場合は 小二乗円，そうでない場合は工作機械上に取り付けた，測定装置

の心出しによる中心とする．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１１ 真円度の定義  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１２ 半径偏差の定義  
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２．２．２ レーザ干渉測長システムによる測定（ＩＳＯ２３０－６）  

本研究で参考にしたＩＳＯ２３０－６２－１３）は，数値制御軸の位置決め

精度及び繰返し性の測定のうち，同時２・３軸の複数軸測定を定めた規格

で，ダイヤゴナル変位試験と呼ばれる． 

基本的にはＩＳＯ２３０－２と同等の規格であり，評価指標もほぼ同一

のものを用いており、これらを同時多軸に拡張したものである． 

ＩＳＯ２３０－６では，図２－１３ (a)に示す，平面ダイヤゴナルと定

義される経路を用いた測定が同時２軸運動であり，図２－１３ (b)に示す

立体ダイヤゴナル経路を用いた，測定が同時３軸制御となる． 

これは，任意の直角柱状空間の対角を結ぶ軌跡を測定する物で，測定範

囲内に６つの平面ダイヤゴナル，４つの立体ダイヤゴナルが定義される． 

ダイヤゴナル変位試験は一般的にレーザ干渉測長器を用いて測定を行う．

レーザ干渉測長システムを用いた測定では，レーザ光路と反射鏡を精密に

設置する事が必要である．しかし，レーザの光源と，反射鏡の位置が水平

でないダイヤゴナル経路は，レーザ及び反射鏡の角度あわせが非常に困難

であり，図２－１４に示す誤差が発生する． 

また，光路上の位置決め誤差のみの測定となるので，測定結果を各軸成分

に分解して，単軸毎の評価を行うことが困難である． 

そこで，レーザ干渉測長器のメーカーである RENISHAW や Opt dyne は，

図２－１５に示すステップダイヤゴナル手法で測定を行っている． 

 

 

 

(a)平面ダイヤゴナル      (b)立体ダイヤゴナル 

図２－１３ 測定運動経路と座標系の関係 
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図２－１４ ステップダイヤゴナル変位試験による測定誤差 

 

 

(a)立体ダイヤゴナル      (b)ステップダイヤゴナル 

図２－１５ 測定運動経路設定の違い 

 

これは，本来のダイヤゴナル軌跡を単軸で動作させ，それを階段状（ス

テップ）に測定する手法である．この手法は，レーザ及び反射鏡の複雑な

位置決めが必要ない反面，本来の多軸測定とは動作が異なり，厳密なダイ

ヤゴナル変位試験とはいえない． 

 ＩＳＯ２３０－２に規定された指標が適用され，測定結果は，対象工作

機械の精度傾向を指標として示す． 
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２．２．３ 交差格子スケールによる測定  

 図２－１６に示す交差格子スケールは，測定ヘッドには位相格子及びＬ

ＥＤと受光素子が取り付けられ，ＬＥＤから発せられた光は，位相格子を

通過し，約０．５mm 離れてテーブル上に設置した交差格子プレートにより

反射し，受光素子に入射する．  

 光の干渉に基づき，位相格子と交差格子の位相差を測定する．  

 測定ヘッドには，測定器を二セットで相互に直交する位置に，取り付け

てあるため，同時に２次元の変位を測定することができる．変位を連続的

に測定することにより，任意運動の測定が可能である．測定分解能は，電

気的な内挿補正２－ １４）により，ナノメータ単位を得ている．  

 したがって，２次元ではあるが，円運動試験や各任意動作運動の測定が

可能であり，ＤＢＢ装置では，装置の制約上から測定が困難な，直線運動

コーナ部の過渡特性２－１５）等について，種々の研究が展開されている．  

 しかしながら，同時３軸制御以上あるいは，旋回・傾斜軸が連動する場

合，適切な運動測定を行うためには，相応のジグを必要とする．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１６ 交差格子スケール（HEIDENHAIN 製） 

 

格子プレート  

測定ヘッド  
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２．３ 同時５軸動作経路測定手法とその課題  
 

同時５軸制御加工が可能な工作機械の増加に伴い，その動作精度の厳密

な規格化が望まれている． 

しかしながら現状では，直動軸や回転軸個別の評価，若しくは直動軸の

みの同時２軸測定についてＩＳＯにおいて規定されており，同時４軸・５

軸の動作経路の運動測定手法は規定に至っていない． 

 そのため，同時５軸制御工作機械の精度評価に関する研究は，国内外で

多くの研究者が行っており，様々な手法が提案されている．  

 

２．３．１ 実加工試験片を用いた間接測定（ＮＡＳ９７９）  

この方法は，実加工が可能な範囲で，きわめて自由の高い測定が可能で

ある．しかしながら，工作機械の軸構成により，加工不可能な場合も存在

し，厳密な同時５軸制御時の運動精度を測定する場合には，専用ジグを用

いて，加工物をセットし，かつ，セットについての厳密な精度管理が要求

される．測定には，実際の加工を行うために，加工誤差や段取り替えなど

の外乱的誤差が含まれる．  

 

２．３．２ 円運動試験を応用した測定（ＩＳＯ２３０－４ 拡張）  

斎藤・宮川・堤は，５軸工作機械の運動誤差モデルを用いて，ＤＢＢシ

ステムを利用した回転軸系の位置偏差，幾何偏差を推定する方法を提案し

ている． 

これは，同時５軸の工作機械において，図２－１７に示す，同時４軸制

御運動を考案し，５軸制御工作機械に存在するそれらの偏差と測定結果の

円弧形状との関係を明らかにするものである． 

また，測定結果から位置偏差及び幾何偏差の偏差量が検出できることを

シミュレーションによって確認している． 

 黎・垣野らは，５軸工作機械の運動誤差モデルに基づいて，シミュレー

ション解析によって円運動測定を行う際の各誤差原因のセンシティブ方向

を評価している． 

この結果を用いて，定めた円運動測定パターンと診断手順を用い，誤差

原因診断を行う診断法を研究している．この中で，運動誤差原因としてい

る直交軸群に対する回転軸系のアンギュラ誤差に着目し，これらの誤差の
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センシティブ方向及び診断手順について検討している． 

 上記の手法は，５軸工作機械の精度調整を，個々の軸あるいは，比較的

少数の同時制御状態について行う際には，有効な手法といえる． 

 しかしながら，誤差要因ごとの評価検討を加える際には，評価する者が

５軸工作機械に関する熟達した知識・経験則を有し，複雑な計算手法を用

いる必要があり，また，実際の運動経路測定は行われていない． 

 したがって，工作機械が常用されている現場での，精度確認や，管理に

ついて本手法を一般化するまでには至っていない．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ） ＤＢＢシステムを用いた同時４軸測定例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ａ） ＤＢＢシステムを用いた同時５軸測定例  

図２－１７ ＤＢＢシステムによる同時４・５軸運動経路測定  
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２．４ 動作経路測定手法に関する従来技術の総括  
 

上記の手法を総括すると，考案された装置・手法は，同時５軸制御にお

ける運動精度の総合的な評価を，直接測定できる手法は存在していない． 

 かつ，工作機械が常用されている現場で容易に活用できる測定装置も存

在していない．工作精度を向上させるためには，実際に加工を行う環境・

装置・条件の元で，測定を行い，誤差要因の特定と，その数値化が分かり

易く表示できる装置が必要であるといえる． 

 測定手法の観点から言えば，ＩＳＯ２３０－４に規定される円運動試験

法が一般化しているため，この手法を基礎とし直線運動を含め，複合的な

運動精度評価手法を拡張する必要がある． 

 段階的に，同時２軸から同時５軸制御までの測定経路設定を行い，規定

を基礎とした追記を行う必要があると考えられる． 

 また，測定装置については，同時５軸制御の任意運動までを測定できる

装置構造を新たに考案する必要があり，厳密な装置校正をＩＳＯ２３０－

２に基づいて行った後に，設定した評価手法の検証を行う必要があると考

える． 

なお，機械誤差要因の特定と定量化について以下の経路を想定する．  

まず，金型等の加工に良く用いられる図２－１８等高線加工すなわちテ

ーブルに平行な測定平面に関するものである．つまり，基礎となる測定平

面を，測定装置に設けた２次元測定平面に規定したものである．  

次に，図２－１９に示す３次元面沿い加工に用いられる，テーブルに対

し角度を持った平面に対しそれぞれ設定を行う．これは，純粋に３次元空

間座標によるものを測定し，機械精度を知る．  

さらに，図２－２０に示すように，２次元測定平面を傾斜させて同時５

軸動作経路を測定し，実加工に近い動作経路を２次元測定平面での動作経

路と，測定平面との変位を工具軸方向で測定する必要がある．  

また，同時５軸制御を用いた等高線加工を想定することにより，実加工

に近い動作経路を測定する必要があると考えられる．  

この測定については，２次元測定平面において，同時２軸経路と同様の

運動経路を設定することにより，制御軸数の違いを明確化でき，その定量

化に大きく寄与できると考える．  
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図２－１８ 等高線加工  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１９ ３次元面沿い加工  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２０ 等高線加工（工具傾斜）  
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（ａ）理想の運動経路と指令値の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）理想の運動経路と実動作経路（同時２軸）の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）理想の運動経路と実動作経路（同時５軸）の関係  

 

生成された指令値  

理想の運動経路  

生成された指令値

実動作経路（同時２軸）

理想の運動経路

実動作経路（同時５軸）

生成された指令値

実動作経路（同時２軸）

理想の運動経路
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任意運動経路全般の評価を行うためには，円動作だけでなく，直線運動

についても評価を行う必要がある．図２－２１には，設定経路と実経路の

違いについて説明する．  

（ａ）が理想の運動経路であり，誤差は発生しない．  

（ａ）を基準として，指令値を生成する場合，任意の間隔の点列を生成

し，その点列間を，円運動・直線運動に近似させる．  

一般的に，点列間は直線運動により補間される，したがって，形状は多

角形近似となり，（ｂ）に示す近似誤差を発生する．  

さらに，その近似経路を５軸工作機械で直線動作させる場合，旋回・傾

斜軸を用いて動作ることにより発生する，ポストプロセス処理誤差を含む

こととなる．  

特に，旋回・傾斜軸に関しては，回転運動による近似を行うため，動作

経路の存在する位置と旋回・傾斜軸の中心との位置関係により，処理誤差

は一定したものとはならない．  

段階的に発生する指令値誤差と機械誤差を測定することにより，動作経

路の総合的な評価を行う必要があると考える．  

 ５軸工作機械の利点である，段取り替えを行わずに任意形状を加工する

際には，実動作経路の測定から得られた知見を活用し，機械精度を高精度

に保持しながら，的確な指令値を与える必要がある．  

 したがって，条件を満たすために，同時５軸直線動作経路までを測定で

きる装置の開発と，測定経路手法の設定により，効率の良い測定を目指す

必要が有ると考える．  
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第三章 動作経路測定システムの構成と測定原理 

３．１ システム開発コンセプト 

本測定システムは，第二章で課題とした等高線加工や３次元面沿い加工

をイメージした図３－１に示す測定可能領域を持ち，動作経路を直接測定

できる機構を有し，表３－１の測定精度で測定結果を表示できることを目

標とする．  

 また，表示した測定結果を用い，機械誤差の誤差要因特定と定量化を行

える解析プログラムを有し，加工現場での測定を想定するため，ハンドリ

ングも考慮し，一人作業を可能とする装置重量を満たす．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 目標とする測定可能範囲  

 

表３－１ 目標とする仕様諸元  

 仕 様  

測定分解能  ０．１μｍ（スケール性能に依存する）  

測定範囲  (X, Y, Z, A, B)=(100mm, 100mm, 50mm, 30°, 30°) 

追従可能速度  ８m/min（スケール性能に依存する） 

測定周期  １Ｓ～３００μＳ（無段階可変） 

使用環境  ISO230-4 の検査環境に準ずる(室温 23℃，湿度 50％) 

装置重量  測定部・収録解析部 各 10Kg 以内  

測定精度  ２次元測定平面にて，１μｍ以内  

 

 

傾斜３０°  

傾斜３０°  

５０mm 

１００mm １００mm 
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３．２ システム構成 

 

３．２．１ システム構成及び各部詳細 

試作した測定システム３－１）測定部の写真を図３－２に示す． 

システムは，工作機械のテーブルに設置する計測部と，計測データ収録

部及び解析部により構成される． 

図３－３に装置構成を示す．計測部はベースを，工作機械テーブルに固

定し，その上部にボールベアリングを介して，主軸に取り付けている． 

また，同時５軸運動経路測定３ － ２ ）を行う際には，ワーク座標系Ｚ方向

の位置検出とテーブル傾斜に対応するための球面軸受を付加し，これを介

してシステムと工作機械の主軸を接続する．球面軸受を用いることにより，

Ｚ軸方向から全方向に 大３０°の傾斜が可能である． 

測定部の構造は，高分解能光学リニアスケールを，エアスライドに取付

け，これを軸構成ユニット（以下測定軸）とした． 

２つの測定軸を直交させ，それぞれの軸端に精度安定軸として４本のセ

ラミックスエアスライドで保持し，２次元計測平面を構成した．なお，試

作装置の測定可能範囲をＸＹ共に１００mm，Ｚを５０mm とした． 

収録部は，それぞれの計測軸スケールから独立して出力されるパルス信

号を計数し，時間的な同期を取り，XY 軸座標数値に変換し，数値ファイル

として保存するカウンターボードを試作した． 

収録タイミングを１ｓ～１００μｓで任意に設定でき，ＮＣ指令タイミ

ングに一致させることを可能とした． 

解析部はパソコンを用い，ＮＣ指令座標を基準として動作軌跡を表示する

と共に，動作軌跡から，各誤差要因での量を数値化するプログラムを Lab 

VIEW(National Instruments 社製)上で作成した． 

本研究で使用した測定システムは，システム内にワーク座標系平面を設

定し，設定平面内に測定原点を設け，複雑な同時５軸制御動作経路をワー

ク座標系平面では動作経路を示し，かつ，その平面との位置誤差で表示す

ることができる． 

 表示した作経路に関して，同時２軸動作経路で設定した，誤差要因毎の

数値化を行うことにより，容易に制御軸数と経路精度の比較を行える． 
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３．１．２ 誤差要因解析項目 

 本研究では，以下の項目について解析を行った． 

 計測結果について，工作機械の経路精度に関する誤差要因の解析および

定量を行う．基準には指令値を用い，計測結果との差異を解析するために，

計測結果の指標３－ ３）を求めた． 

 指令値を（Ｘｉ，Ｙｉ）とし，計測結果を（Ｘｊ，Ｙｊ）とする． 

 １）円動作経路 

 円動作経路の計測結果（Ｘｊ，Ｙｊ）を極座標変換し（ｒｊ，θｊ）とし，

この点列について誤差評価を行うこととした．例えば直径８０mm の円弧補

間では，ｒｉ＝４０mm で，０＜θｉ＜３６０°の範囲となる． 

同様に（Ｘｊ，Ｙｊ）について変換を行い，比較することにより，誤差要

因毎の定量化を行う． 

 

22 YiXiri +=                      式３－１ 

 

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛=

Yi
Xii tanθ                        式３－２ 

 

 誤差要因は，真円度・半径減少量・バックラッシ量・反転スパイク量で

ある。真円度Ｃについては，次式で求めた． 

 

minmax rrC −=                     式３－３ 

 

 次に，半径減少量は，象限切り替えでの反転スパイク箇所を除外し，半

径平均値を算出し，指令値での半径との差異を示す． 

 

j
rj

rirk ∑−=∆                      式３－４ 

 

4

4

1
∑
=

∆
=∆ k

rk
r                       式３－５ 
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 ただし，象限切り替えの除外区間については，実験により，座標軸を中

心に，θ＝±３°と設定した．第一象限から第四象限までのΔｒｋを平均

し，全軌跡での半径減少量Δｒを算出した． 

一方バックラッシ量Ｂｊは，象限毎に求めたΔｒｋの差異を算出した． 

例えば，第一象限と第四象限の境をＢｘとすると，その値は次式で示す

ことができる． 

 

41 rrBx ∆−∆=                      式３－６ 

 

 また，反転スパイクＲについては，象限毎の 大ΔｒｍからΔｒｋを引

いた絶対値を算出することにより求めた．例えば，第一象限と第二象限の

切り替わりをＲｙとすると，次式で示すことができる． 

 

11 rrRy m ∆−∆=                      式３－７ 

 

 ２） 直線動作経路 

 直線動作経路では， 各一辺の計測結果より，真直度および直角度を求め

た．各辺の指令値を（Ｘｋｉ，Ｙｋｉ）とし，得た計測結果を（Ｘｋｊ，Ｙｋｊ）

とする． 

例えば，第一辺の真直度Ｓ１は， 大値と 小値から，次式で示すこと

ができる． 

 

min1max11 jj XXS −=                     式３－８ 

 

 また，辺毎の計測結果について， 小二乗法による直線近似を行い，そ

の傾きを用いて正方形の内角を求め，直角度を算出した． 

 

1111 bXaY jj +=                       式３－９ 
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図３－２ システムブロックダイヤグラム  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 測定システム（同時５軸 測定部）  

 

工具軸方向スケール
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工作機械テーブル
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（数値に変換）
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Ｚ
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収録データ 

（ＣＳＶ形式）
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３．３ システムの測定原理 

 システムは，シリアルガイド機構３ － ４ ） ３ － ５ ） ３ － ６ ） ３ － ７ ） ３ － ８ ）を採用し

た測定部を特徴としている．  

すなわち，動作経路に対し，正確に追従でき，加減速時に発生する慣性

に対して，構造的な剛性を有する必要がある．  

そこで，鋼材に比較して約４倍の比剛性を有する一般構造用アルミナセ

ラミックスを用いている．シリアルガイド機構は，２つの直動案内面と測

定スケールを構成すれば理論上その位置座標を測定することが可能である． 

しかしながらシステムでは，動作経路測定時に２次元測定平面での，平

面を基準に測定を行うため，さらに４本の精度安定軸を設けた．  

上記の構造を安定的に用い，工作機械主軸とテーブルの間を相対的かつ

連続して座標位置の測定値を，３次元的に収録することが可能となる．  

 

３．４ システムの測定精度校正 

測定システムは図３－４で示した構造上，エアスライドの軸受隙間であ

る１μm 以上の組立誤差がある場合には作動しない．そのため，動作可能

な場合，すなわち組立誤差が１μm 以内で保証されているといえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 測定部構造（上面） 
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加えて，レーザ干渉測長器を用いて精度校正３ － ８ ）を行うことにより，

測定精度を保証している．校正装置３ － １ ）は，セラミックスエアスライド

にレーザ干渉測長システムを組み付け，駆動装置にはリニアモータを用い

ている．図３－５に校正装置概略と図３－６にその写真を示す．校正は２

段階で実施する． 

 まず，エアスライドにスケールを取り付けた構造（以下，測定軸）につ

いて，ＩＳＯ２３０－２３ － ９ ）に規定のある，位置決め精度測定に準じた

各軸の精度校正３－ １０）を行う． 

次に，校正した測定軸を直交して組み付ける際に，校正装置を用いて直

交軸の調整を行う．この直交の調整は，システムの測定部を形成する際に，

軸単体の精度に加え，測定精度を大きく左右する． 

したがって，本装置は，各軸がエアで浮遊した，つまり，測定を行う状

態での，組立精度検定を行う必要がある．各軸の完全固定を行うと測定シ

ステムが動作しなくなり，校正を行うことができない．  

 

３．４．１ 測定軸の校正  

 １）２次元測定平面の測定軸 

 各測定軸とレーザ干渉測長システムを，校正装置に平行に取付け，位置

決め動作を行い同時測定した結果を比較した．  

なお，校正に用いたレーザ干渉測長システムの分解能は，０．０５μm

である．（ＭＬ１０ レニショー社製）  

測定部の動作範囲は各軸１００mm であり，その範囲内を５mm 間隔で往復

運動をさせ，動作静止中の座標を測定し，レーザ干渉測長システムと測定

軸の座標差異を示した結果を，XY 計測軸を例として，図３－７に示す．  

比較結果から差異は，０．５μm 以下であることが確認３－１）できた． 

 ２）工具方向測定軸 

 同時３軸以上における動作経路の測定は，工具方向測定軸を用いる．立

体ダイヤゴナル動作経路については，３次元的な動作経路を測定するため，

工具方向計測軸にも，２次元測定平面の測定軸と同様な構造を用いた． 

また，円錐・四角錐・菱形錐動作経路については，２次元測定平面との

位置ズレを測定するのみであるため，ボールリテーナ構造を用いた． 
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３．４．２ 測定軸相互の直角度校正  

 １）２次元測定平面の測定軸 

図３－８は，３次元測定器上で，本システムの測定部を組立た状態の結

果である．校正装置との比較では，XY 軸の直角度誤差が１°となっている． 

そこで，この結果を基に測定軸の相互直交部の再組み付けを行い，再度

測定評価を行い， 終的には図３－９のように，直角度誤差は０．００５°

となった．図３－１０には，移動距離に対する直角度誤差の関係を示す． 

なお図３－１１は，同構造をボールリニアガイドで製作した試作装置に

ついて，直交部の測定評価を行ったものである．エアスライドの結果と比

較すると，明らかに真直度に起因する測定値誤差があることが分かる． 

 本測定システムは，測定精度１μm を目標としており，ボールリニアガ

イド構造で実現するためには，部材をセラミックス化するか，軸受部にプ

リロード及びリテーナ構造の採用が望まれる．前者については，転がり接

触を行う軸受部での接触時に発生する揺動が測定値に影響を与え，かつ，

接触による摩耗が著しく不安定な構造となる． 

後者については，プリロード及びリテーナ構造が，動作追従時に無視で

きない抵抗となり，やはり測定値に影響を与える． 

 すなわち，動作経路測定を行う際に，シリアルガイド機構を採用する場

合は，測定装置自体の幾何誤差の正確な同定と補正が必要不可欠である． 

Linear motor

Laser interferometer 
(distance L)

Mesurement part

Scale X(distance X)

Scale Y(distance Y)

θ

Ｘ

Ｙ
Ｌ

 

図３－５ 校正装置概略図 
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図３－６ 精度校正装置（校正の状態） 
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図３－７ 単軸の位置決め精度測定 
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 ２）工具方向（Z）測定軸 

 立体ダイヤゴナル動作経路３－１１）については，３次元的な動作経路を測

定するため，工具方向計測軸も２次元測定平面と同様に直角度補正を行っ

た．また，円錐・四角錐・菱形錐動作経路２ ）については，２次元測定平面

に対して，動作中には任意の角度変化を有する．したがって，測定装置内

に角 度基準

は設 けない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－８ ２次元測定平面の測定軸直角度誤差（３次元） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－９ ２次元測定平面での相互測定軸直交誤差（校正装置） 
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図３－１０ ２次元測定平面の軸相互直角度（ 終調整後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１１ ２次元相互測定軸相互直角誤差（ボールリニアガイド） 
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３．５ 本章の総括と結論 

 本章では，５軸工作機械における，任意な同時５軸動作経路の計測まで

が可能となる測定装置について，設計試作を行った．  

 まず，３軸工作機械の任意動作経路を，直接計測できる測定装置は存在

しなかったため，動作を検出するためのリニアスケールと，それらを高精

度に組立保持する案内部品を用いた「測定部」及び，得られたデータを収

録し，誤差要因毎の数値化を行う「収録解析部」で構成されたシステムを

発案した．２次元測定平面測定軸の動作可能範囲を測定可能範囲とする平

面を設定した．なお，測定部の試作は４段階に及ぶ． 

 まず基本装置として，ボールリニアガイドを用いて，動作経路測定装置

を初期試作した．その構造での測定精度は，５μm であった．  

 次に，構造を踏襲し，各部材をセラミックス化し，軸受には動作抵抗の

低減を目的に，エアスライド機構を採用した．  

 さらに，同時３軸に用いる工具方向計測軸を付加し，空間における動作

経路測定を可能とした． 

 また，同時５軸動作経路に対応するため，工具方向計測軸と２次元測定

平面測定軸の間に球面軸受を挿入し，旋回・傾斜軸の動作に追従できる測

定部を完成させた． 

 一方，測定結果は，収録した連続座標データから，測定原点を基準とし

た動作経路をグラフに描画し，同グラフ上で指令値との差異を視覚的に示

し，差異のみに倍率を架け，視覚的に明らかにした． 

誤差要因の特定及び定量化については，２次元測定平面での真円度・真

直度等共通項目で定量化することにより，制御軸数の違いまでを比較検討

できるように，解析プログラムを構築した． 
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第四章 測定経路設定概念及び解析要因の設定 

 

 加工に用いられる動作経路は，加工対象とする形状により種々の設定が

行われる．  

測定経路は一般化を考慮し，国際規格を参考にした．  

 すなわち，等高線加工を想定し，工作物ワーク座標系を主に測定し，運

動測定結果を用いて機械誤差要因の特定とその数値化を行う，図４－１に

示すＩＳＯ２３０－４４ － １ ）を基礎とした測定手法の拡張を試み，同時５

軸動作経路までの測定手法を設定する．  

 さらに，図４－２に示すＩＳＯ２３０－６４ － ２ ）に規定される平面・立

体ダイヤゴナル変位試験を参考に，直進軸について，同時３軸動作経路の

運動精度を測定する手法と，従来法との比較を試み，直線経路における運

動の真直度・直角度等の数値化を目指す．  

 円運動試験法との併用により，図４－３に示す，５軸工作機械の同時５

軸制御における，総合的な運動精度測定４－３）を目指す．  
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図４－１ ＩＳＯ２３０－４を基礎とした測定手法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ ＩＳＯ２３０－６を基礎とした測定手法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ ＩＳＯ２３０－４を基礎とした測定手法（同時５軸）  
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４．１ 同時２軸動作経路（ＩＳＯ２３０－４ 拡張） 

 

 ４．１．１ 円運動動作経路 

 まず XY・YZ・ZX 平面（以下３平面）において，円運動試験法と同等の測

定表示を行った上で，開発する測定装置の妥当性を検証することとする． 

 したがって，３平面での同時２軸動作を検証するため，各平面において，

同時２軸円運動を行わせ，測定結果の表示を行う．  

 なお，測定原点は，運動の重心点について，ＮＣ指令値と，測定結果か

ら得られる統計的に得られた数値との比較により，運動の総体的なズレを

みることで，測定装置の設置誤差を確認するものである．  

 具体的に比較する誤差要因については，真円度・半径減少量・反転スパ

イク量・バックラッシ量に設定した．図４－４に，円運動動作経路を示す．  

 

 ４．１．２ 四角運動動作経路  

 図４－５には，四角運動動作経路４－４）を示す．  

 円運動と同様に，図形形状の重心点を測定原点とした．  

 四角運動は，２つの直進軸に対して，双方平行に直線運動する辺を持ち

単軸ごとの真直度・スケール誤差を知る目的で設定した．また，軸相互の

直角度についても，交差する測定動作経路に統計的な処理を加えることに

より，数値化することができる．  

 加えて各頂角部での，動作経路とＮＣ指令値との比較により，過渡特性

を運転条件に応じて比較検討することもできる．  

 設定した動作経路は，通常では出荷検査で行われる，加工物による間接

測定と同様である．しかしながら，直接測定により，工作機械の運動特性

を正確にとらえる．  

 

 ４．１．３ 菱形運動動作経路  

 図４－６で示す菱形運動４ － ４ ）では，工作機械は常に同時２軸制御によ

り運動する．したがって，同時２軸制御での動作経路となり，円運動と同

様な状態となる．四角運動では，単軸ごとの誤差要因の特定となる．   

 誤差要因の特定は，同時２軸制御時の，運動の真直度・直角度に加え，

各頂角部で，動作経路とＮＣ指令値との比較により，過渡特性を運転条件

に応じて比較検討することもできる．  
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 なお，各頂角部は象限切り替えに当たる位置であるため，過渡特性は，

反転スパイク量やバックラッシ量を含むこととなる．  

 

４．２ 同時３軸動作経路（ＩＳＯ２３０－６ 拡張） 

 

 参考とするＩＳＯ２３０－６は，工作機械の精度傾向を，数値の指標で

示す手法である．具体的には，測定空間内で，平面ダイヤゴナル及び立体

ダイヤゴナル変位試験を行い，統計的処理により位置の偏差等の具体的な

数値を示す．本研究では，変位試験をそのまま動作経路試験に置き換え，

運動の測定を行い，運動の真直度・直角度を導く．  

 ここで，平面ダイヤゴナル動作経路試験４ － ５ ）は，４．１．３で説明し

た菱形動作経路の一辺となるため，あまり意味をなさない．  

一方，立体ダイヤゴナル試験は，同時３軸制御の動作経路として動作経

路測定ができ，総合的な軸相互の組み付け精度が，動作経路精度に与える

影響を確認できる．  

 したがって，本手法は５軸工作機械のベースとなる，３軸工作機械の機

械性能を把握した上で，旋回・傾斜軸が機構に付加された場合，機械性能

が，どのように変化するかを判断する基準と考え，同時５軸動作経路への

発展を考慮し，動作経路設定を行った．  

 図４－７には，立体ダイヤゴナル試験４－６）について示す．  
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図４－１ 円動作経路  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２ 四角動作経路  
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図４－３ 菱形動作経路  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－４ 立体ダイヤゴナル動作経路  
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４．３ 同時５軸動作経路（ＩＳＯ２３０－４ 拡張） 

 前節までは，３軸及び５軸工作機械の動作経路測定について，共通使用

できる測定動作経路の設定を行った．  

 本節では，主に同時５軸動作経路４－３）に関する設定について説明する．  

 共通設定として，本節で設定した動作経路は，形状を２次元測定平面で

評価し，工具先端を想定した，軸先端中心の挙動を調べる． 

 なお設定の基礎として，円運動試験法（ＩＳＯ２３０－４）と同等に，

動作経路の設定を行った．いずれも測定原点を重心とし，ワーク座標系平

面を３６０°動作することとした． 

なお，同時５軸加工については，機械精度に加え，指令値についても併

せて評価を行う必要がある． 

同時５軸動作経路は，旋回・傾斜テーブルを有する工作機械又は，主軸

頭旋回形工作機械に指令値を与える場合，想定する経路から指令値を導出

する際に，ポストプロセス処理４ － ７ ）を行う必要があり，算出について，

計算誤差を有することが一般的に知られている． 

したがって，本研究では，特に真円度・真直度に関して，指令値と測定

値に比較検討を加え，指令値自体の，計算誤差を特定及び数値化する手法

も考察する．経路重心で測定装置の原点を設定し，測定開始点までを動作

させ，測定終了点までの動作経路を測定し，測定原点へ戻る動作を一連と

して，測定することとした． 

なお，動作方向は，時計回り・反時計回りとあるが，本研究では指定のな

い限り，反時計回りの測定結果を表示する． 

 

４．３．１ 円錐運動動作経路 

 図４－８に，設定した円錐運動動作経路４－ ３）について示す． 

 本動作経路は，円運動試験法の円運動に工具傾斜を付加し，同時５軸動

作経路の測定を目指したものである． 

 本測定手法では，等高線加工を想定した，２次元測定平面での誤差要因

の特定を主に行った． 

 誤差要因は，真円度などの同時２軸円動作を測定する場合と同様に設定

し，制御軸数の違いを検証する． 
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４．３．２ 四角錐運動動作経路 

 図４－９に，設定した角錐運動動作経路４－ ３）について示す． 

 本動作経路は，円運動試験法の円運動を正方形運動に置換し，さらに，

工具傾斜を付加し，同時５軸動作経路の測定を目指したものである． 

 この動作経路は，動作中には一定した同時５軸動作を行わず，各角部に

おいて，急峻な同時５軸動作となる． 

 この動作経路では，辺については真直度・位置決め，相互軸については

直角度・各角部過渡現象を知ることができる． 

 

 ４．３．３ 菱形錐運動動作経路 

  図４－１０に，設定した菱形錐運動動作経路４－３）について示す． 

 本動作経路は，円運動試験法の円運動を菱形運動に置換し，さらに，工

具傾斜を付加し，同時５軸動作経路の測定を目指したものである． 

 四角錘動作と比較すると，工具傾斜については動作全般に緩やかに変化

しており，円動作に近い状態となる．  

 なお，本動作は動作経路上で，常時同時５軸動作となる．  

 この動作経路では，主に辺の真直度について解析評価を行い，指令値に

関する，ポストプロセス処理等の影響を見る．  

 また，角部では旋回・傾斜軸が各々何れかが，主な動きを行うようにな

り，かつ，象限切り替えの部位に当たるため，同時５軸制御時の旋回・傾

斜軸を含めた過渡特性を示すことができる．  

 

４．４ 本章の総括と結論 

 ここでは，ＩＳＯ２３０－４及び６を基礎とした，測定動作経路の設定

を行った．  

 設定した経路は円と直線を基準とし，同時２軸・３軸及び同時５軸制御

状態での動作経路を総合的に測定評価し，真直度・直角度等の誤差要因の

特定とその定量化を目的とした．  

なお，比較基準は指令値とし，比較検討を行う． 

 定量化した数値を比較検討することにより，従来では困難であった，直

線動作経路や同時３軸以上の動作経路に関する，誤差要因の特定と定量化

が行え，制御軸数増加に関する動作経路の精度傾向を数値で示せる．  

 表４－１には，測定装置と測定経路対応表を示す．  
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図４－５ 円錐運動動作経路  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 四角錐運動動作経路  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－７ 菱形錐運動動作経路  

 

Ｚ

Ｙ

Ｘ

Ｔｚ

Tool angle(Ｔθ)
CL Data

Tool

Ｚ

Ｙ

Ｘ

Ｔｚ

Tool angle(Ｔθ) CL Data

Tool

Ｚ

Ｙ

Ｘ

Ｔｚ

Tool angle(Ｔθ) CL Data

Tool



工作機械の動作経路測定システムの開発 

 56

 

表４－１ 測定装置と測定経路対応表  

 比較測定  開発装置  ＤＢＢ  交差格子  間接測定  

 

組立精度  

 
◎ ○  × ○  △ 

 

単  軸  

 
◎  ○  × ○  △  

 

２軸円  

 
× ○  ◎ ○  △  

 

２軸四角  

 
× ○ × ○  △  

 

２軸菱形  

 
× ○  × ○  △  

 

３軸直線  

 
× ●  × × △  

 

５軸円  

 
× ○  ○  × △  

 

５軸四角  

 
× ●  × × △  

 

５軸菱形  

 
× ●  × × △  

○：測定可 ，◎：測定良 ，●：唯一直接測定  

△：間接測定，×：測定不可  
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第五章 測定システム・手法の検証 

 ここでは，開発した測定システムを活用した測定事例について，各動作

経路での測定結果を表示し，得られる誤差要因について示す．  

 

５．１ 対象工作機械 

 本研究では，図５－１に示す５軸工作機械を測定評価した．  

 本工作機械は，テーブル旋回形工作機械５ － １ ）に分類され，ＸＹＺの直

動軸にＡの旋回軸及びＢの傾斜軸の５軸で構成されている． 

なお，旋回軸と傾斜軸は駆動機構が異なっており，旋回軸はダイレクト

ドライブであり，傾斜軸はウォームギヤ駆動である． 

直動軸の最小指令単位は１μｍであり，旋回・傾斜軸の最小指令単位は

０．００１°である． 

本実験では，特異点を回避する目的で，傾斜軸を 90°にあらかじめ傾斜

させ，送り速度１ｍ／ｍｉｎを中心に計測５－ ２）を行った． 

軸構成を，図５－２に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 対象工作機械 ＭＡＭ７２－３ＶＳ（㈱松浦機械製作所 製）  
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図５－２ 対象工作機械の軸構成  

 

５．２ 同時２軸動作経路 

 同時２軸制御での動作経路は，旋回・傾斜軸を動作しないようにロック

し，測定・表示した．各動作経路での測定結果及び，各誤差要因での定量

結果について示し，工作機械メーカーが発行した検査成績表５ － ３ ）との比

較を中心に，その妥当性を検証する．  

 

５．１．１ 円運動動作経路  

工作機械の出荷検査時に広く用いられている，ＩＳＯ２３０－４５ － ４ ）

に規定された円運動動作経路を計測し，図５－３に測定結果を表示した． 

結果から，真円度・半径減少量・バックラッシ量を算出し，ＤＢＢシス

テムでの計測結果５－５）と，比較検討を行うこととした． 

出荷検査では送り速度を数種設定し，これに関する評価を行っている． 

 

主軸  

Ｂ軸  

Ａ軸  

Ｚ

Ｙ Ｘ

テーブル  
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図５－３ 円運動試験結果（同時２軸制御）  

 

 

 

図５－４ 輪郭制御の効果（送り速度 ５ｍ／ｍｉｎ）  
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 図５－３には，送り速度１ｍ／ｍｉｎでの測定結果について示す． 

真円度を比較した場合，出荷検査記録でのＤＢＢシステムの測定結果は

３．２μm であった．一方，開発した測定システムでの計測結果は３．７

μm である．なお，誤差要因の定量化は，反転スパイク量やバックラッシ

量でも行っている，その値は，双方とも顕著な差異は見られなかった． 

したがって，本システムでの測定結果と，ＤＢＢシステムとは同等の測

定精度を有することが分かる．表５－１に，測定結果の比較を示す． 

 

表５－１ 円運動動作経路における測定結果比較 

誤差要因（μｍ）  ＤＢＢシステム  動作測定システム  

真円度  ３．２  ３．７  

半径偏差  ０．０  ０．５  

 

 図５－４には，先読み加減速制御の効果について計測を行った結果を示

す．送り速度を５ｍ／ｍｉｎに設定し，測定を行った． 

 なお，赤で表示した結果が輪郭制御を行ったものであり，青で表示した

結果が行っていないものである．結果の比較では，制御の違いが半径偏差

に減少が顕著に表れ，制御の有無により，その減少量の違いは 9μm であ

った．  

 

表５－２ 測定結果における先読み加減速制御の効果 

誤差要因（μｍ）  制御ＯＮ  制御ＯＦＦ  

真円度  ７．１  ７．９  

半径偏差  ０．５  －９．５  

 

 このように，主に真円度を基準として，測定装置及び計測手法の比較を

行い，ＤＢＢとの差異がないことを確認した．  

 精度確認を行った装置を用いて，制御の違いを比較検討したところ，想

定される半径偏差ついて，偏差量の数値化が行えた．  
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５．１．２ 四角運動動作経路  

 ２次元測定平面において，一辺 80mm の正方形を動作させる四角運動動

作経路は，各辺において，単軸動作となり，工作機械の機構的な要因によ

る単軸の真直度や軸相互の直角度５－ ６）を測定できる．  

図５－５に測定結果を表示し，結果から数値化した，単軸の真直度や軸

相互の直角度について，出荷検査で行われた，切削試験による検査数値と

の比較を行うこととした．  

測定結果から，単軸の真直度や軸相互の直角度を算出した結果と，切削

試験片による間接測定の結果を，表５－３に示す．  

 

 

図５－５ 四角運動動作経路の測定結果  

 

表５－３ 四角運動動作経路における測定結果比較 

誤差要因（μｍ）  切削試験片  測定システム  

単軸真直度  ２．０  ０．２  

単軸相互直角度  ４．０  １．５  
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 その結果，各軸真直度および軸相互の直角度についても若干の誤差が見

られた．  

差異原因としては，計測システムからはそれ自体の計測誤差，切削試験

片からは，切削加工に起因する誤差や，形状計測誤差を含み，差異が生じ

たと考える．  

しかしながら，本システムは，工作機械の軌跡を直接測定していること

から，設定した計測範囲に於いては，有用な計測結果であると考える．  

 図５－６には，四角運動動作経路における，先読み加減速の効果につい

て測定結果を示す．結果は，第一象限でのコーナ部を拡大して表示する．  

 先読み加減速制御を用いると，コーナ部の過渡現象５ － ７ ） ５－ ８）における

内回り量を低減できる．  

 制御の有無による，内回り量の計測が可能であり，その量の差異は８５

μm であった．  

 

 

図５－６ 先読み加減速制御の効果（送り速度 ５ｍ／ｍｉｎ）  
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５．１．３ 菱形運動動作経路  

 ２次元測定平面において，対角 80mm の正方形を動作させる菱形運動動

作経路は，各辺において，同時２軸動作となり，工作機械の制御系の要因

による真直度や軸相互の直角度２）を測定できる．  

図５－６に測定結果を表示し，結果から数値化した，単軸の真直度や軸

相互の直角度について，出荷検査で行われた，切削試験による検査数値と

の比較を行うこととした．  

測定結果から，単軸の真直度や軸相互の直角度を算出した結果と，切削

試験片による間接測定の結果を，表５－４に示す．  

 

 

図５－６ 菱形運動動作経路の測定結果  

 

表５－２ 測定結果における先読み加減速制御の効果 

誤差要因（μｍ）  切削試験片  測定システム  

２軸真直度  ２．０  １．９  

２軸相互直角度  ５．０  ２．１  
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５．２ ダイヤゴナル運動動作経路 

本研究では，同時５軸動作時の動的精度の比較として，同時３軸動作時

の動的精度計測を行った． 

この計測では，ＩＳＯ２３０－６５ － ９ ）で定義される立体ダイヤゴナル

と同様の直角柱状の空間を計測空間とし，空間の対角を結ぶ軌跡の動作精

度を計測する． 

評価には，経路の真直度及び角度偏差を用いた． 

真直度の算出において，真直度の定義中にある代表線は，計測値を最小

二乗法により近似して求めた． 

角度偏差は，真直度を求める際に算出する近似曲線のスロープ（傾き）

を設定角度と比較し，その差を評価値とした． 

計測空間は，ＸＹが３０mm で，Ｚが２次元測定平面に対して２０°の角

度を持つ範囲とした． 

工作機械の送り速度は０．５ｍ／ｍｉｎと０．２ｍ／ｍｉｎで，各軸＋

方向に向かう経路と－方向に向かう経路を設定５－１０）した． 

結果の表示例を図５－７に，計測結果を図５－８・表５－３に示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－７ 計測結果の表示例  
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図５－８(a) 立体ダイヤゴナル（＋to－ ０．２ｍ／ｍｉｎ） 

 

 

図５－８(b) 立体ダイヤゴナル（＋to－ ０．５ｍ／ｍｉｎ） 
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図５－８(c) 立体ダイヤゴナル（－to＋ ０．２ｍ／ｍｉｎ） 

 

 

図５－８(d) 立体ダイヤゴナル（－to＋ ０．５ｍ／ｍｉｎ） 
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表５－３ 立体ダイヤゴナル経路試験結果  

                  （μm）  

 

同時３軸制御時の立体ダイヤゴナル動作経路に対し，静的精度と動的精

度の比較を行った． 

位置決め精度について，両方向位置の平均偏差は，Ｘ軸２．９μm，Ｙ軸

４．２μm，Ｚ軸４．５μm となった． 

不確かさの推定量を含めた位置決め両方向精度は，X 軸５．０μm，Y 軸

６．６μm，Z 軸４．８μm となった． 

 動作経路精度について，真直度はＸ軸６．８μm，Ｙ軸６．８μm，Ｚ軸

５．０μm となった． 

角度偏差はＸＹ平面で－０．００１°，Ｚ軸で０．２６０°となった． 

なお，動作方向や動作速度による違いはいずれも±１μm 内に収まって

おり，条件による計測結果の違いは無かったと言える． 

 不確かさを含めた位置決め精度は動的精度に比べ，各軸とも１μm 以下

であり，明確な差が出たとは言えない． 

しかし，ここで用いた標準不確かさの推定量は，測定値の統計的処理に

おける不確定量を含めた値となる． 

そこで，実際の測定値として，両方向位置の平均偏差と動的精度を比較

すると，各軸とも，２～３μm の差が出ている．これにより，実際に動作

をさせた際に，位置決め精度以上の誤差が現れることが分かる． 

 また，動的精度計測のみの結果では，ＸＹ平面２カ所に，約４μm の特

徴的な誤差が現れているのが分かる． 

 なお，ここで説明した結果は，補間精度測定項目として，比較測定装置

による手法を，ＪＩＳ規定に提案した．表５－４に素案５－１１）を示す．  

速度 X Y Z

F200 6.778 6.778 5.055

F500 7.349 7.350 4.687

F200 7.235 7.235 3.991

F500 7.585 7.585 3.980

F200 0.25822

F500 0.25961

F200 0.26154

F500 0.26112

角度偏差（°）

真直度(μｍ)

－to＋

＋to－

－to＋

＋to－

-0.00126

-0.00148

-0.00117

-0.00104
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表５－４ ＪＩＳ規定素案（同時 3 軸制御による直線補間運動精度） 

検査事項及び条件 K7 
X，Y，Z 軸の同時 3 軸制御による直進運動軸の直線補間によって描かれる経路の精

度測定長さは， 100 mm 以上 300 mm 以下とする。  

測定方法図 

 

 

 

 

 

許容値 受渡当事者間の協定による。  

    補間経路の真直度 100mm について．．．．．．．．．．．．mm 

測定値  

  測定長さ      mm 

直線補間経路に直角な方向の真直度  ．．．．．．．．．．．．．．mm, ．．．．．．．．．．．．．．mm 

ＹＺ平面における真直度．．．．．．．．．．．mm， 

ＺＸ平面における真直度．．．．．．．．．．．mm， 

測定器 

 直定規及び変位計，又はレーザ干渉測長器 

測定方法及び JIS B6191 の参照箇条 

直定規は，直線補間経路に平行に定置する。 

変位計は，主軸が固定できる場合には，主軸に取り付け，主軸が固定できない場合に

は，主軸頭に取り付ける。変位計の測定子は，直定規の二つの使用面に垂直に当てる。

送り速度は，250 mm/min とし，直線補間経路に沿って運動させて測定(a)し，測定長

さを超えたところで運動の向きを変えて再び測定する。  

補間開始点を測定原点とし，補間経路に対して一定の間隔(b)で，変位計の読みを記

録する。それぞれの向きにおける読みの最大差を測定値とする。 

 

注 (a)できれば，補間経路について連続的に測定値を記録することが望ましい。 

注 (b)測定は，測定経路に沿って，少なくとも５箇所の位置で行う。 

 

X

Y

Z

X

Y

Z
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５．３ 同時５軸動作経路 

 本研究では，出荷時に切削加工による精度検査で，一般的に広く用いら

れている，円，四角及び菱形形状を参考にした． 

すなわち，２次元測定平面上では円，四角及び菱形を動作する形状に，

常に一定角度の傾斜を与え，工具軸方向には変位しない経路を設定した． 

ここでは，同時５軸制御と同時２軸制御の比較を，各動作経路において

行う． 

測定結果の表示は，２次元測定平面については同時２軸動作経路で使用

した表示と同一であり，新たに，工具軸方向の位置偏差を表示している． 

５．３．１ 円錘台運動動作経路  

 図５－９では，円錐台運動動作経路の測定結果５－２）について表示する．  

 まず（ａ）は工具傾斜角０°つまり，同時２軸動作経路での結果を表示

している．次に（ｂ）は，工具傾斜角５°の円錐台動作経路での結果を表

示している．さらに（ｃ）では，工具傾斜角５°の円錐台動作経路につい

て，先読み加減速制御を行わない場合の結果を表示している．  

 

 

図５－９（ａ） 円錐台運動動作経路（工具傾斜角０°）  
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図５－９（ｂ） 円錐台運動動作経路（工具傾斜角５°）  

 

図５－９（ｃ） 円錐台運動動作経路（工具傾斜角５°先読みＯＦＦ）  
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図５－９（ｄ） 円錐台運動動作経路（工具傾斜角０°単線分）  

 

 図５－９（ｄ）に示す測定結果は，図５－９（ａ）について，ポストプ

ロセス許容誤差１μm での単線分指令値を生成し，これを用いて機械動作

を行った場合である．  

 テーブル旋回型５軸工作機械に，同時５軸制御動作させる場合，必ず

この処理が必要となるが，機械精度ではないので，次節にまとめる． 

測定結果について真円度を基準に比較を行うと，円動作では３．７μm

であった結果が，単線分動作を行わせるだけで，１０．７μm まで精度を

劣化する． 

指令値の違いにより明確な差異が測定できたことから，ポストプロセス

処理に関して，最適値の探索や許容値設定に関する指針を，構築する必要

があることが分かった．  

 同時５軸制御時では図５－９（ｂ）に示すように，真円度は１８．４μm

となり，先読み加減速を用いない場合は，３２．５μm となる．  

 以上から，同時５軸円運動に関して，測定システムを用いた計測事例を

示し，結果に関する考察を行った．  
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 ２次元測定平面での，動作経路評価を基本にしたことにより，軸数の異

なる動作経路においても，同一の誤差要因での比較検討を可能にした．  

 このことから，開発した測定装置及び設定した動作経路は，一般的に広

く用いられる，円運動試験法をベースに，定められた誤差要因で定量化し

た値により，機械の総合的な動作精度を運転状況毎に明確化できることが

分かる．  

 

５．３．２ 角錘台運動動作経路  

 角錐台運動は同時５軸動作経路であるが，特にコーナ部について，急峻

な工具傾斜の変化が必要であり，その際には，旋回・傾斜軸の応答性が求

められる．一方，辺の部分では，直動軸を中心にした動作となる．  

 したがって行程において，直動軸と旋回・傾斜軸が，一定した動作とな

っていない．  

 図５－１０に工具傾斜外側＋１０°で，送り速度１ｍ／ｍｉｎでの測定

結果２）を示す．  

 各辺の真直度は１μm 程度であり，同時２軸制御時と比較しても，制御  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１０ 角錐台運動動作経路（工具傾斜角１０°）  
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軸数の増加による精度劣化は認められなかった． 

 しかしながら，コーナ部の過渡特性については，精度劣化が２次元測定

平面と工具軸方向変位に顕著に現れている． 

 これは，旋回・傾斜軸が主として動作している箇所である． 

 同時２軸制御では，コーナ部内回り量４．１μm・軸方向変位１．７μm

であるのに対し，角錐台動作では，コーナ部内回り量１２１．４μm・軸方

向変位２２１８．４μm である． 

 この差異は，旋回・傾斜軸の同期精度に関係するものと考えられる． 

 したがって次節に，指令値生成時に，リニアライぜーション処理を施し

指令動作をより密に指令する命令を与え，その効果を確認する． 

 

５．３．３ 菱錘台運動動作経路  

 菱錐台動作は，測定原点を中心に，直動軸を基準に各辺を４５°回転さ

せた動作である．  

 この動作は，行程中は常に同時５軸制御となり，辺上で工具傾斜が徐変

する．また，コーナ部では，旋回軸か傾斜軸が単独に正逆転し，それぞれ

のコーナ部で，反転差を測定することができる．  

 この動作経路では，同時５軸直線運動における誤差要因で，本研究では

真直度について定量化した結果を用い，動作状態を検討する．  

 図５－１１には，制御の違いによる測定結果５－２）を示す．  

 （ａ）は，工具傾斜０°で単線分指令を行い，動作経路を測定・表示し

たものである．結果から，真直度を算出すると，直線動作では１μm であ

ったが，単線分指令により４μm となった．  

 円運動での計測結果と同様に，単線分指令による，精度劣化が確認でき

た．したがって次項に，円運動と同様に説明を行う．  

 （ｂ）は，傾斜１０°での測定結果である．真直度７μm であり，軸数

の増加による精度劣化が認められた．  

 （ｃ）は，先読み加減速制御を行わない場合の結果を表示している．  

 特に，コーナ部での過渡現象について，内回り現象が確認でき，その量

は，制御を行う場合は４０μm であったものが，制御を行わない場合８０  

μm となった．  
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図５－１１（ａ） 菱錐台運動動作経路（工具傾斜角０°単線分）  

 

 

図５－１１（ｂ） 菱錐台運動動作経路（工具傾斜角１０°）  
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図５－１１（ｃ） 菱錐台運動動作経路（先読み加減速ＯＦＦ）  

 

５．４ システム実用事例 

 本研究で試作した計測装置を用い，工作機械精度の調整を行った．  

 なお，精度調整は主にＮＣ装置の補正パラメータについて考察した．  

ユーザーで変更可能な，バックラッシ補正を始め，ユーザーでは変更で

きない，ゲイン調整等も含む．ここでは，バックラッシ補正を説明する．  

また，同時５軸制御での動作は，工具経路データから，ポストプロセス

処理により，指令値を生成する．  

その際，処理方法の違いにより，動作精度に影響を与える．  

 ここでは直接測定により，ポストプロセスにおける処理方法の違いを明

らかにする．  

 

５．４．１ 測定結果を用いたパラメータ補正５－１２）  

 機械使用者側が，補正できるＮＣ制御装置のパラメータはバックラッシ

補正のみである．その他のパラメータを再入力するには，専用の書き込み
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装置や，メーカー側の書き込みロック解除等が必要であり，概して再調整

はできない．  

 バックラッシ補正の一例として，円運動試験の結果を示す．  

 

図５－１２（ａ） 円運動試験の結果（パラメータ調整前）  

 

 

図５－１２（ｂ） 円運動試験の結果（パラメータ調整後）  
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 上記の測定対象機械は，実際の企業加工現場で，粗加工行程に２０年程

度用いたもので，その間ほとんど再調整は行っていない．  

 円運動試験での，バックラッシ量は＋Ｘで５８μm 及び＋Ｙで５μm であ

った．ＮＣ装置のパラメータ補正量は，Ｘで６μm 及びＹ２μm の補正量が

入力してあり，増分を割り出し，Ｘを５２μm 及びＹを３μm で補正の再設

定を行った．パラメータ再設定を行い，再び測定した結果，＋Ｘで５μm

及び＋Ｙで１μm であり，補正の効果が確認できる． 

 しかしながら，真円度での比較では，補正前が５４μm に対し，補正後

は３２μm と，補正を完全には行えていない． 

 これは，バックラッシ補正の限界と，他の誤差要因を示すものである． 

 具体的な解決方法としては，ボールネジ送り系のガタや，構造上の組み

付け偏差について詳細に調べ，構造上の改善が望まれる．  

 このように，ＮＣ装置の設定変更による精度向上には限界があり，総合

的な精度確認をし，原因の追及を行った上で，具体的な対策を講じる必要

があると考える．  

 

５．４．２ 指令値生成におけるリニアライゼーション処理５－ ２）  

 この節では，機械精度以外の要因として，挙げられる指令値に関して，

考察する．指令値に用いるＮＣデータは，工具経路から算術的に求められ

る．特に，旋回・傾斜軸を要する５軸工作機械で，同時４軸以上の運動を

行う場合，ポストプロセス処理が必要となる．  

 この処理は，同時５軸制御であるため，通常の直交３軸制御に加え，旋

回・傾斜軸を同期する，したがって，ワーク座標系の軸方向が絶えず変化

し、機械座標系と一致しない．  

そのため，指令値を作成する際に，まず工具位置座標と，その位置での

工具姿勢ベクトルで表した工具経路を作成し，ポストプロセッサを用い，

角度変換や座標変換等の数値処理を経て生成を行う．  

設定した動作経路の理想軌跡は曲線であるが，変換後の指令値は，点列

データであり，動作経路は直線近似となる．  

そこで，変換の際にポストプロセッサ内で，図５－１３に示すリニアラ

イゼーション処理の，誤差最大幅を設定し変換を行う．  

 特に内回りを起こすコーナ部については，生成点列を密にした．  
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図５－１３ リニアライゼーション処理と生成点列の関係  

 

 

図５－１４ リニアライゼーション処理（ＯＦＦ）  
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図５－１５ リニアライゼーション処理（ＯＮ）  

 

 生成点列を密にすることにより，コーナ部の工具姿勢が急変する際に起

こる，運動誤差を低減する効果をねらった．  

 図５－１４には，処理無での測定結果を表示し，図５－１５には，処理

有の場合を表示する．特にコーナ部を拡大して表示すると，コーナ部の運

動が内回りになっていることが分かる．  

具体的に内回り量を２次元測定平面内で定量化すると，処理無で１２２．

１μm，処理有で４９．４μm であり，工具軸方向の誤差は，処理無で２

２１６．７μm，処理有で１４．４μm であった．  
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５．４．３ 指令値生成におけるポストプロセス誤差測定５－１３）  

 ５軸工作機械に同時５軸動作を行わせる場合，工具経路座標値をそのま

ま指令値とすることができず，座標値と対象とする工作機械の軸構成及び

軸間距離から，ポストプロセス処理を用いて，指令値を生成する必要があ

る．一般的にデカルト座標系から極座標系またはその逆を行う．  

 同時５軸制御では，通常の直交３軸制御の場合と違い，回転運動が存在

するため，ワーク座標系の軸方向が絶えず変化し，機械座標系と一致しな

い．そのため，指令値を作成する際に，まず工具位置座標と，その位置で

の工具姿勢ベクトルで表した工具経路を作成し，ポストプロセッサを用い

て工具経路を指令値へ変換した． 

ポストプロセッサは，角度変換や座標変換等の内部処理を経て，指令値

の生成を行うが，旋回・傾斜軸があるためにワーク座標系が絶えず変化を

し，直線軌跡を動作させる際も円弧軌跡を指令する必要がある．  

 このように，計算誤差を含む指令値を設定するため，生成する際には，

この許容値を設定する必要がある．  

 許容値は，生成する指令値の生成点列数に反比例する．  

つまり図５－１６に示すように，理想指令直線ａｂの間に，ｃｎの指令

点を生成する，この生成された点の間を実際の経路が結ぶが，旋回・傾斜  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１６ 指令直線に対する誤差許容値  

 

理想指令直線  

実際の動作経路  
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図５－１７ 真直度によるポストプロセス誤差計測  

 

軸の動作を含む動作を行うため，曲線誤差を含む．  

したがって，この曲線誤差を低減させるためには，生成点列を密にして

動作をさせる．  

 本節では，誤差最大幅を数種類設定して点列を生成し，計測経路に発生

する誤差を計測する． 

１）菱形錐運動動作経路による検討 

例えば図５－１７に示すように，経路の真直度での比較を行う．ここで

は第Ⅰ象限での真直度に着目し，生成した指令値による動作経路を，測定

システムで測定し，指令値生成の計算誤差との比較検討を行った． 

 図５－１８に，菱形錐動作の測定結果について示す．  

理論許容値の設定について，(a)が１μm，(b)が１０μm，(c)が１００

μm さらに(d)が１０００μm の結果である． 
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図５－１８（ａ） 菱錐台動作経路（許容誤差１μm） 

 

 

図５－１８（ｂ） 菱錐台動作経路（許容誤差１０μm） 
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図５－１８（ｃ） 菱錐台動作経路（許容誤差１００μm） 

 

 

図５－１８（ｄ） 菱錐台動作経路（許容誤差１０００μm） 
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図５－１９ 切削試験片形状  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２０ ５軸工作機械による切削試験  

 

表５－５ 切削試験条件  
使用工具  １０φ ６枚刃フラットエンドミル  

一刃あたりの送り量  ０．０１（ｍｍ）  
主軸回転数  １９００（ｒｐｍ）  
送り速度  １１４（ｍｍ／ｍｉｎ）  
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 測定結果から，設定値が動作に大きく影響を与えていることが分かり，

２次元測定平面に加え，工具軸方向にも軌跡の揺動が測定できた．  

測定結果と試験片測定との比較を行い，許容値の最適設定について考察

した．図５－１９に示す試験片形状は，動作と同一とし，表５－５に示す

切削条件とし，工具摩耗の影響を低減するために，材質をマシナブルワッ

クスとした．図５－２０には，切削試験の状態を示す． 

図５－２１には，解析による真直度と，切削試験片の輪郭測定結果との

比較を示す．結果を比較すると，解析による真直度と，切削試験片の輪郭

測定結果は顕著な差異は認められず，同時５軸状態の動作軌跡を精度良く

計測が行えることが分かる．  

 また，理論許容値との比較を行った場合では，１０μm 付近まで，双方

とも一致していることが分かる．  

また許容値設定を検討すると，１０μm 付近を境に，機械精度が追従し

ておらず，指令点列を密に生成しても，加工精度の向上が見込めないこと

が分かる．  

 

図５－２１ 理論許容値との比較（装置測定値，形状測定値）  
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２）円錐運動動作経路  

 一方，円錐運動動作経路で同様な比較検討を行う．  

 円錐運動での比較は，測定で得られた動作経路に関して，真円度での比

較を行う．図５－２２には測定データを示す．  

理論許容値の設定について，(a)が１μm，(b)が１０μm，(c)が５００

μm の結果である． 

 測定結果の比較では，図５－２３に示すように，理論許容値が大きくな

るにしたがって，測定結果より算出する真円度は値が大きくなる傾向にあ

るが，相関性は見られない． 

 また工具軸方向については，理論許容値の変化に対し，測定結果ではそ

の差異を見いだすことはできなかった． 

 このように，真円度から許容値の検討を加えるには，他の精度劣化要因

が含まれ，傾向を示すことは可能であるが，真直度からの検討と比較する

と，測定精度の面から課題を残すと考える． 

 

 

 

図５－２２（ａ） 円錐動作経路（許容誤差１μm） 
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図５－２２（ｂ） 円錐動作経路（許容誤差１００μm） 

 

図５－２２（ｃ） 円錐動作経路（許容誤差５００μm） 
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図５－２３ 真円度から検討した許容値  

 

表５－６ 許容値の比較（μm）  

設定許容値  理論許容値  直接測定  間接測定  円運動  

０．１  ０．０７ ９．００  ５．５２  －  

１  ０．６９ ８．５６  ５．０２  １０．６６  

１０  ５．５８ ７．４２  ８．１３  －  

１００  ４４．６９ ４５．０７  ４６．８３  １３．９９  

５００  １９９．１４  －  －  ５２．９９  

１０００  ３５７．２５  ３３３．７２  ２５４．５８  －  
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じて，指令値を生成する際に発生する計算誤差を，直接測定による結果か

ら，直線動作では真直度を，円動作では真円度を評価する誤差要因とし，

理論許容値とのを行った．  

表５－６に示す比較結果によると，直接計測による許容値の算出では，

直線動作によるものが，理論許容値とほぼ一致しており，切削試験片の間

接測定による結果と比較しても，差異は認められなかった．  

切削試験片での間接測定と一致したことから，菱錐運動経路による直接

計測は，許容値設定に関して有効な手段だと考える．  

 また，理論誤差設定値１０μm 付近では，工作機械の不感帯にあると考

えられる．  

 したがって，本測定システムを用い，菱錐運動経路を測定することによ

り，設定すべきポストプロセス誤差許容値を推定でき，円錐運動経路を測

定して得る推定値よりも，加工精度に反映できることが分かる．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．５ 本章の総括と結論 
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 本章では，実際の工作機械における測定事例により，その有効性を示し

た．示した事例を大別すると，同時２軸動作経路，ダイヤゴナル運動動作

経路，同時５軸動作経路の設定により，それぞれの動作経路の測定結果を

表示でき，経路毎に誤差要因の設定を行った上で，その定量化までを行う

ことができた．  

 特に，測定表示と誤差要因の定量化について，同時２軸動作経路と同時

５軸動作経路では，測定システムの結果表示を，２次元測定平面に統一し

たことで，総合的な機械精度を制御軸数を選ばず比較検討が行えることが

分かる．  

 このことは，３軸工作機械に，旋回・傾斜軸が機構的に追加された構造

には特に有効であると考える．  

 加えてダイヤゴナル運動動作経路は，精度傾向を示す指標を示すことに

有効であり，３軸及び５軸工作機械において，共通の測定方法であると言

える．この測定により，工作機械の軸相互の精度傾向を明確化できると考

え，さらに，５軸工作機械に適用する際には，旋回・傾斜軸の測定を考慮

した動作経路を追加することにより，明確化されると思われる．  

 したがって本研究では，同時５軸制御までの運動経路を測定できたと，

結論付けることができたと考える．  

 この装置・運動経路を用い，ユーザーで唯一変更可能な制御パラメータ

である，バックラッシ誤差補正について，測定結果から補正を行い，パラ

メータ書き換えによる効果とその限界を明らかにした．  

 しかしながら，ユーザーでの精度補正には限界があるため，測定結果を

有効活用し，メーカーと共に精度補正を行っていただきたいことを追記す

る．  

 さらに，同時５軸制御の指令値生成に必要なポストプロセス処理に着目

し，処理上にある理論誤差許容値について考察を加えた．  

その最適値の導出に関して，精度向上処理の一つであるリニアライゼー

ション処理について考察し，その効果を直接測定により明らかにした．  

 最後に，指令値の生成時に設定する許容値を，菱形錐運動動作経路の測

定結果から，真直度による評価を実施し，設定値の適正化と機械の不感帯

についての考察を行い，有効な設定手法を示した．  
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第六章 結  論 

本研究では，５軸工作機械の検査方法について，測定装置の開発試作及

び検査方法の確立を目的とし，研究を展開した．  

装置の開発目標は，同時５軸動作経路まで測定可能な装置の開発と，測

定に用いる最適な動作経路の設定を行った．  

この装置及び方法を用い，５軸工作機械の具体的な動作経路を測定し，

得られた測定結果を基に，機械測定規格に則った誤差要因の特定及び定量

化を行うことにより，従来では困難な実加工動作の高精度化を試みた．  

 本論文では，以下の結論を得た．  

 

Ⅰ 制御軸数に依らず，任意動作経路を測定できる装置を開発した．  

なお，開発は３段階で装置試作を行った．  

 

 同時２軸の任意動作経路測定装置の試作を行った．  

 

 １）２次元測定平面で，任意動作経路を測定表示できる装置を開発  

した．  

 

２）測定結果を表示し，結果から機械誤差要因の特定及び定量化を  

 国際規格に準じた手法で行えることを示した．  

 

 つぎに，同時３軸の任意動作経路計測装置の試作を行った．  

 

 ３）空間内の動作経路を，３次元的に測定できる装置を開発した．  

 

 ４）測定結果を平面毎に表示し，表示平面内で工作機械の精度傾向  

  を国際規格に準じた手法で行えることを示した．  

 

 さらに球面軸受を用い，同時５軸任意動作経路の測定装置の試作を  

行った．  
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５）２次元測定平面での測定表示に加え，工具軸における変位測定を  

可能とした．  

 

６）軸数に依らず任意動作経路を測定でき，軸数を越えて２次元測定  

平面における，同一誤差要因での比較検討を可能とした．  

 

Ⅱ 国際規格に基づき，その設定経路の拡張を考案した．  

 

 ７）ＩＳＯ２３０－４を基礎にして，四角・菱形運動動作経路を設定  

し，同時２軸直線運動経路の評価を可能にした．  

 

 ８）ＩＳＯ２３０－６を参考に，立体ダイヤゴナル経路試験を考案し，  

  同時３軸直線運動経路の評価を可能にした．  

 

 ９）ＩＳＯ２３０－４を基礎にして，円錐・四角錐・菱形錐運動動作  

経路を設定し，同時５軸運動経路の評価を可能にした．  

 

Ⅲ Ⅰ及びⅡの結果を用い，測定を行い装置・方法の検証を行った．  

 

１０）同時５軸運動経路までの測定表示と，誤差要因の特定及び定量化  

  を行えることを実証した．  

 

１１）軸数を越えて，２次元測定平面における，同一誤差要因での比較  

検討を実証した．  

 

１２）同時５軸動作に必要な，ポストプロセス処理に関し，指令値生成  

  時に必要となる許容値の設定に関し，最適化する方法を考案した．  

 

 工作機械での同時５軸動作経路までの測定を，装置開発と共に，動作  

経路設定を考案し，工作機械の総合的な精度測定方法を設定した．  

上記の結果を用いることにより，効率よく誤差要因の特定と定量化を  

行うことを可能とし，最適な指令値の設定手法までを確立できた．  

 


